
 

 

「光の道」構想に関する意見 

 

意見提出元 個人 

 

意見項目 意見内容 

１．超高速ブロードバンド

基盤の未整備エリア（約

１０％の世帯）における

基盤整備の在り方につ

いてどのように考える

か。 

 電電公社を民営化してＮＴＴとし、更にＮＴＴを分割して

通信基盤を民間事業者間の競争原理にゆだねて整備すると決

定した当初より、不採算エリアの住民のサービスを誰が責任

を持ってやるのかが問題点として指摘されていた。要するに、

通信事業という、公共性が高く、国の基幹機能であるものを、

自由化して競争原理に任せればよいとした結果、必然的に起

こっている問題であって、今さら騒ぐのがおかしいといえる。 

電電公社時代は、あまねく公平にサービスを展開し、採算

エリアで不採算エリアを賄っていたが、現在ではそのビジネ

スモデルが成立しないため、光のアクセス網については、ク

リームスキミング状況、すなわち儲かるところだけをうまく

やる事業者だけが得をする状況に陥っている。 

  従って、採算面で民間事業者によるサービス提供が困難で

ある未整備エリアについては、コスト負担の在り方について、

現在の仕組みを見直した具体的な公的支援方法を考えるしか

ない。「通信」という国民生活にとっての必須の機能をすべ

ての国民が公平に享受できるようにするためには、我慾に任

せるのではなく、国全体としての在り方を考えることによっ

てのみ解が得られるのである。要するに、国が電電公社の役

目を果たすか、これを責任を持って果たせる組織にゆだねる

しか方法はないであろう。これこそ国が責任を持って考え、

実施すべきことである。 

 

２．超高速ブロードバンド

の利用率（約３０％）を向

上させるためには、低廉

な料金で利用可能となる

ように、事業者間の公正

競争を一層活性化する

ことが適当と考えられる

が、ＮＴＴの組織形態の

在り方も含め、この点に

ついてどのように考える

か。 

 

 これも「光の道」、すなわち、「超高速ブロードバンド基

盤」という、日本の生命線のひとつである基幹装備を、国と

してどうするのか、どうするのが国益に適うのかという視点

がないまま、あたかも利害関係者を競争させれば最適解が得

られると勘違いをしているような問題設定がなされているよ

うに思う。 

「基本的方向性」に色々と書いてあるが、要するに、 

(1)面倒で負担の大きい設備投資義務を免れるため、ＮＴＴか

らアクセス回線を分離して土管化し、その回線を公正な競争

の名のもとに、タダ同然で借り上げ、その上のサービスだけ

やって儲けようとしか考えないＮＴＴ以外の事業者の多数意

見、と 

(2）アクセス網の整備主体とサービス提供主体を分離すれば、

設備投資リスクを負ってまで設備構築するインセンティブが
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なくなり、国としての基盤設備の進展が阻害され、インフラ

構築に必須の技術革新も衰退すると危惧するＮＴＴのもっと

もな意見、 

が並べてあるだけである。 

これを素直に読むと、ＮＴＴの組織形態見直しの青写真が

既にあって、その理由付けのために超高速ブロードバンドの

利用率向上を持ち出したように見える。 

まず「事業者間の公正な競争を一層活性化する」などとい

う薹の立ったコンセプトをいつまで金科玉条のごとく掲げて

国の最重要事項に取組むつもりか。今考えなくてはならない

のは、日本国としての在り方であり、進め方である。この「光

の道」は正に国家百年の計として扱うべき対象である。相手

にすべきは世界である。ノキアは一私企業ではない、フィン

ランドという国家そのものである。エリクソンはスウェーデ

ンである。サムソンもＬＧも韓国という国そのものである。

中国がやることはすべて国がやっているのである。Ｓｏｎｙ

頑張れ、シャープ頑張れ、それぞれ一私企業として頑張れ、

などと野ざらしにしている場合ではない。一体どこに日本国

を、国益を、考えている主体はあるのか。 

アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）の原子力発電所建設の受注競

争において、世界一の技術力を持つ我が国が、大統領がセー

ルスマンになり、国を挙げて取組んだ韓国企業連合に敗れた

ことは記憶に新しい。国家としての柔弱性をしっかりと肝に

銘じ、この二の舞を演じることのないよう立直さねばならな

い。 

「光の道」の検討には、国家戦略・方向性を明確にした上

で、どのように国益につなげていくか、国際競争力を付ける

ためにはどうすればよいか、といった視点での議論の喚起こ

そがまず必要である。そのためには、現在のような私利私欲

をもっともらしく課題に仕立て、対処療法的な議論をさせる

のではなく、真に日本国を思う、中長期的な視点での議論を

うながさなければならない。私は企業での研究開発を経て、

現在は大学において教育と研究に携わっているが、これらの

経験から、「公」の精神の復活こそが我が国を立直す鍵であ

ると考える。 

 国際競争力を付けるには、「光の道」をはじめ、国の基盤

となる分野のルール化・標準化が重要である。私が兼務する

研究機関においても、地方自治体と連携して中小企業支援の

一環で、クラウド・コンピューティングの普及活動に努めて

いるが、この分野では、電子フォーマットやデーターベース

活用などについてのルール化・標準化に国がリーダーシップ

を発揮しており評価するものである。一方、国ならびに地方

自治体のいわゆるレガシー・システムのクラウド・コンピュ

ーティング化まで計画に挙がってきているが、業界の現状を

みるに、グーグル、アマゾン、セールスフォース・ドットコ

ム、マイクロソフトが圧倒的な優位に立っており、国・地方



自治体の中核となるような情報とその処理の仕組みを、外国

の企業に任せるような流れは避けがたいとも思うが、ここに

も国益を考えた、国としての確固とした指針が求められる。

また、先に述べたように、諸外国では、国と企業が一体とな

ってグローバル化を展開している事例も多く、国と企業連携

の面での我が国の取組みの遅れを危惧するものである。特に、

国が基幹として位置づける分野については、明確な方向性を

示し、元々国益を考えるＤＮＡを有するＮＴＴのような技術

者集団と一体となって推進するというような考え方をこそす

べきと認識する。 

上記の思考により、ＮＴＴの在り方については、アクセス

網の分離・分割という設備ネットワーク中心の組織形態の議

論を優先するのではなく、各種端末のオープン化が進展する

中で、利用者の利便性向上に向けて、また、グローバル化に

切り込むスタンダードの獲得に向けて、ＮＴＴグループの総

合力を活用する視点が望まれ、真に国益を考えた場合、ＮＴ

Ｔグループを国策として強化するという組織形態の在り方を

むしろ考えるべき世界情勢である、とあえて指摘したい。 

 

 


